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・炭酸カリウム（炭酸二カリウム）
・輸入統計品目番号：2836.40-000 

（協定税率：3.9％）

【調査対象貨物】

（参考）不当廉売関税の課税要件
 不当廉売された貨物の輸入の事実が認められること。
 当該輸入が本邦の産業に与える実質的な損害等の事実が認められること。
 本邦の産業を保護するため必要があると認められること。 ※ 関税定率法第８条第１項

【調査対象期間】
・不当廉売された貨物の輸入の事実：平成31年1月1日～令和元年12月31日
・当該輸入が本邦の産業に与える実質的な損害等の事実：平成29年1月1日～令和元年12月31日

事案の概要
 昨年6月より、関税定率法第8条に基づき、大韓民国（以下「韓国」という。）
産炭酸カリウムに関し、不当廉売された貨物の輸入の事実及び当該輸入の本
邦の産業に与える実質的な損害等の事実について、調査を実施。

 本年3月に30.8％の暫定課税を、6月24日に同率の確定関税の賦課（5
年間）を開始したところ。
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利害関係者等からの提出状況

利害関係者等の区分 対象者
利害関係者等からの提出

質問状＊1回答 証拠の提出＊2 意見の表明＊3

①海外供給者 1者 1者 1者 1者

②輸入者 3者 3者 提出なし 1者

③本邦生産者 2者 2者 提出なし 2者

④産業上の使用者 20者 9者 － 提出なし

＊1 不当廉売関税に関する政令第10条第2項（①～③）及び第13条第2項（④））
＊2 不当廉売関税に関する政令第10条第1項（①～③のみ）
＊3 不当廉売関税に関する政令第12条の2第1項及び第2項（①～④共通）

証拠等の提出状況

 調査当局が知り得た利害関係者等に対し質問状等を送付し、その回答や証拠
の提出 、意見の表明等を求めたところ、提出状況は以下のとおり。
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海外供給者（UNID）からの反論 調査当局の見解
１．特定の製品に係る調査対象貨物からの除外要請

Super Fine Powder製品は、Powder
（粉）製品と物理的特性の差などがあるため、
調査対象貨物から除外すべきである。

調査対象貨物の定義にSuper Fine Powderが含まれ
ないことを示す証拠は提出されておらず、Super Fine 
Powderは調査対象貨物に該当する。

２．正常価格の品種区分

品種コード③（形状）、 品種コード④（用
途）それぞれにおいて、UNIDの主張する品種
コード区分を調査当局は採用すべきである。

UNIDが主張する品種コード区分については、その品種間
に正常価格と輸出価格との比較に影響を及ぼすほどの物
理的特性の差は認められなかったため、調査当局は、同一
区分として正常価格を算出した。

３．因果関係

本邦生産者1社の事業撤退の理由に輸入製品
の不当廉売に係る主張がない点を検討すべきで
ある。

同社は厳しい事業環境下での経営判断の旨を示して
おり、特に輸入製品の不当廉売に係る言及がないことを
もって損害の因果関係の否定にはならない。

利害関係者からの主な意見
 本年２月の「仮の決定」及び４月に公表した「重要事実」に対する利害関係者

からの主な反論は以下の通り。
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